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（論文審査の結果の要旨） 
 
ワークフェア、積極的労働市場政策、フレクシキュリティといった概念は、近
年、社会保障と労働・雇用をつなぐ政策の理念として、欧米で盛んに議論されるよ
うになってきた。勤労と社会保障を結びつけて就労を促したり、求職活動を前提条
件に社会保障を提供することで、労働インセンティブを阻害しない社会保障のあり
方が模索されてきた。さらに、積極的な教育訓練投資を通じて人的資本形成を行っ
て労働市場への参加を支援する積極的労働市場政策も注目を浴びるようになった。 
本論文はこうした欧米の問題意識を共有しつつ、日本の雇用保険制度を、日本型
の積極的労働市場政策と見立てて分析し、今後の社会保障制度の制度設計への提言
を試みた業績である。雇用保険制度をめぐってはこれまで、この制度がもたらしう
るモラルハザードの有無に研究者の関心が集中していた。積極的労働市場政策の観
点から本格的に分析・評価した業績はほとんどなく、貴重な成果だといえる。 
本研究の具体的な貢献を挙げれば、次のようになる。第1は、日本の雇用保険制度
の制度、歴史、その政策効果を、積極的労働市場政策の観点から分析し、位置づけ
直した点にある。具体的には、雇用保険制度の財源には国庫補助が入っているが(元
来25％、現在は13.75％に大きく低下)、そこには明確な制度理念が欠けていると指
摘する。つまり、純粋に民間ベースの保険原理で貫徹させる方針があるわけではな
い。他方で、教育訓練給付、能力開発事業など、欧州であれば租税財源で実施すべ
き事業を雇用保険制度の枠内に詰め込もうとし、それゆえ財源上の制約や応益性の
観点から事業展開が制約を受けるという問題点を、的確に指摘している。第2は、国
際比較から積極的労働市場政策の費用負担ルールを導き出したことである。デンマ
ーク・スウェーデン、独仏、そしてアメリカとの国際比較を通じて、積極的労働市
場政策が社会全体の便益をもたらすなら一般会計、雇用保険加入者に限定した、個
人の人的資本形成に資するなら雇用保険料で賄うべきだと整理した。第3は、日本の
雇用保険制度にとっての合理的な費用負担原理を明らかにしようとした点にある。
上述のように能力開発事業は個人の人的資本形成なので保険料を財源とし、雇用安
定事業は外部性をもつので、租税財源を投入することが合理的だと結論づけた。 
他方、審査では次のような課題が指摘された。第1に、企業の教育訓練システムが
異なる独仏と日本を同列に比較することの問題点、第2に、企業内職業訓練と公的職
業訓練の区別の必要性、第3に、積極的労働市場政策への国庫補助拡大の場合の財源
論の必要性、第4に、雇用調整金が政令で柔軟に調整しつつ景気変動に対応できるの
に対し、一般財源(国庫補助)で対応する場合はそのような柔軟性が失われることの
問題性、第5に、税(特に目的税)と保険料を区別して論じることの必要性、である。 
以上の課題にもかかわらず本論文が、日本の雇用保険制度について、積極的労働
市場政策の観点から本格的な分析を行い、有意義な示唆を引き出したことを高く評
価すべきだという点で意見の一致をみた。よって、本論文は博士（経済学）の学位
論文として十分価値あるものと認定する。また、平成28年7月26日に論文内容とそれ
に関連した口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
 
 
 
 
 
  
